
コーポレートガバナンス・ガイドライン 

 

２０１５年 ７月 ２日制定 

２０２４年 ３月 ４日改正 

 

第１章 総則 

 

（本ガイドラインの目的） 

第１条 本ガイドラインは、実効的なコーポレートガバナンスの実践が会社の持続的な成長と中

長期的な企業価値の向上に資するものであるとの認識のもと、住友生命保険相互会社（以

下「当社」という。）におけるコーポレートガバナンスに関する基本方針と、基本方針に

基づく運営方針を定めるものである。 

 

（経営方針） 

第２条 当社は、経営の根本精神を表した企業理念である「経営の要旨」を頂点とし、「経営の

要旨」に示された当社の普遍的な使命をサステナビリティの視点から明文化した「サステ

ナビリティ経営方針」および中長期的に目指していくお客さまの視点から見た当社の姿を

示す「住友生命ブランドビジョン」を経営方針とする。 

 

第２章 企業統治システム 

 

（企業統治システムに関する基本的な考え方） 

第３条 当社の企業統治システムに関する基本的な考え方は、以下のとおりとする。 

１．経営の監督機能と執行機能を分離し、取締役会が執行役および取締役による職務の

執行の監督に最大限専念することにより、コーポレートガバナンスの実効性の確保を

図る。 

２．業務執行の決定に関しては、原則として、法令等において取締役会から執行役への

委任が禁じられている事項を除き、執行役への委任を行うことで、迅速・果断な意思

決定の実現を図る。 

３．第９条に定める独立性基準を満たす社外取締役を中心とした委員会等を活用するこ

とを通じて、意思決定プロセスの透明性・公平性の向上を図るとともに、執行に対す

る監督の実効性の向上を図る。 

 

（機関設計） 

第４条 当社は、経営の監督機能と執行機能を制度的に分離することにより、経営の監督機能お

よび透明性・公正性のさらなる向上を図るとともに、執行役への権限委任を通じた意思決

定の迅速化を図る観点から、指名委員会等設置会社を選択する。 

 



 

（取締役会の構成） 

第５条 取締役の員数は、定款で定める１５名以内とし、社外の知見の積極的な経営への反映お

よび取締役の多様性の観点も踏まえ、その３分の１以上に相当する員数は、社外取締役と

する。 

② 取締役会議長は、取締役会長がこれを務めるものとする。 

③ 取締役会の構成等については、指名委員会において取締役候補者の審議を行うに際し、

取締役会の自己評価等も斟酌したうえで、必要に応じて検討を行うものとする。 

 

（取締役会の役割等） 

第６条 取締役会は、効率的かつ実効的なコーポレートガバナンスを実現することを通じて、会

社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ることについて責任を負う。 

② 取締役会は、法令において取締役会の専決事項とされている経営の基本方針や内部統制

システムに係る事項等を決定するほか、執行役および取締役の職務の執行を監督すること

を主な役割とする。 

③ 取締役会は、執行役による迅速・果断な意思決定を支援する観点から、法令等において

取締役会から執行役への委任が禁じられている事項を除き、業務執行の決定については、

原則として、執行役に委任する。 

④ 取締役会は、執行役の選任に際しては「執行役の選任の方針」を踏まえるとともに、執

行役がその機能を効果的かつ効率的に発揮するために適正な構成等も考慮したうえで選任

するものとする。 

⑤ 取締役会は、指名委員、監査委員および報酬委員の選定に際しては、各委員会がその機

能を効果的かつ効率的に発揮するために適正な構成等も考慮したうえで選定するものとす

る。なお、監査委員の選定に際しては、別に定める「監査委員の選定の方針」に基づき選

定するものとする。 

⑥ 取締役会の運営に関する事務は総務部が事務局としてこれにあたる。 

 

（取締役の役割等） 

第７条 取締役は、取締役会の構成員として会社の意思決定に参画するとともに、執行役および

取締役の職務の執行を監督する。また、就任した委員会の委員としての職務を遂行する。 

② 社外取締役は、前項の役割に加え、以下の役割を果たすものとする。 

１．会社の持続的な成長および中長期的な企業価値の向上を図る観点から、自らの知見

に基づき助言を行う。 

２．執行役の選解任その他の取締役会の重要な意思決定を通じ、経営の監督を行う。 

３．会社と取締役または執行役との間の利益相反の監督を行う。 

４．様々なステークホルダーの意見を踏まえ、社外の知見を取締役会に適切に反映す

る。 

  



（取締役の研鑽等） 

第８条 取締役は、法令等の規制はもとより国内外における金融情勢等、当社を取り巻く様々な

環境変化等に関する知見を深め、自らの役割を適切に果たすことができるよう、積極的に

研鑽に努めるものとする。 

  ② 当社は、重要な法令の改正等の機会を捉えて、適宜、社内外の人材を活用した研修の実

施等を通じて、取締役がその役割を適確に果たすために必要となる知識習得を支援する。

特に、社外取締役の就任に際しては、当社の経営状況や業務内容、法令等による規制の内

容、その他当社の取締役としての職務を遂行するにあたって必要となる知識の付与に努め

る。 

  ③ 社外取締役は、その職務の遂行上必要な場合は、会社の費用において外部の専門家の助

言を得ることができるものとする。 

 

（独立性基準） 

第９条 社外取締役の独立性は、別に定める「社外取締役の独立性に関する基準」に基づき判断

する。なお、独立性の判断に際しては、社外取締役としての在任期間も斟酌するものとす

る。 

 

（執行役の構成） 

第１０条 執行役は、３０名以内とし、取締役が兼任することができるものとする。 

② 取締役会決議により、執行役の中から代表執行役を若干名選定する。 

③ 取締役会決議により、代表執行役の中から代表執行役社長１人を選定する。代表執行役

社長は、会社業務を統理執行する。 

④ 前項のほか、取締役会決議により、役付執行役として執行役副社長、執行役専務および

執行役常務を若干名選定することができるものとする。 

⑤ 取締役会は、執行役の選任および代表執行役または役付執行役の選定に際しては、指名

委員会に諮問を行い、指名委員会の答申の内容を踏まえたうえで、決議するものとする。 

 

（執行役の役割等） 

第１１条 執行役は、迅速・果断な意思決定および適切な業務執行を通じて、会社の持続的な成

長と中長期的な企業価値の向上を図ることについて責任を負う。 

② 執行役は、次の各号に定める職務を遂行する。 

１．取締役会決議により取締役会から委任された業務執行の決定 

２．当社の業務の執行 

３．業務執行の状況に関する取締役会への報告 

 

  



（指名委員会の構成） 

第１２条 指名委員会は、取締役である委員３名以上で組織するものとし、その過半数は社外取

締役とする。 

② 指名委員会の委員長は、取締役会の決議により、原則として社外取締役の中からこれを

選定する。 

 

（指名委員会の役割等） 

第１３条 指名委員会は、「取締役候補者の選定の方針」を策定し、取締役の選任および解任に関

する総代会の議案の内容を決定するほか、取締役会からの諮問を受けて次の各号に掲げる

事項について審議を行い、取締役会に答申するものとする。 

１．監査委員の選定の方針に関する事項 

２．執行役の選任の方針に関する事項 

３．執行役の選任および解任に関する事項 

４．代表執行役の選定および解職に関する事項 

５．役付執行役の選定および解職に関する事項 

６．執行役員の選任の方針に関する事項 

７．エグゼクティブ・フェローの選任の方針に関する事項 

８．保険計理人の選任および解任に関する事項 

９．前各号に定めるもののほか、取締役会が必要と認めた事項 

② 指名委員会の運営に関する事務は人事部が事務局としてこれにあたる。 

 

（取締役候補者の選定の方針） 

第１４条 取締役候補者の選定にあたっては、法令上取締役会の専決事項とされている経営の基

本方針等の業務執行の決定ならびに執行役および取締役の職務の執行に対する監督におい

て機能を発揮することができる十分な知識および経験ならびに高い見識を有することを確

認することとし、その具体的な内容は、指名委員会が別に定める「取締役候補者の選定の

方針」に基づくものとする。 

 

（監査委員会の構成） 

第１５条 監査委員会は、執行役を兼任しない取締役である委員３名以上で組織するものとし、

その過半数は社外取締役とする。 

② 監査委員会の委員長は、取締役会の決議により、原則として社外取締役の中からこれを

選定する。 

③ 監査委員会には常勤の監査委員を置くこととし、原則として社内取締役である監査委員

を常勤の監査委員とする。 

 

  



（監査委員会の役割等） 

第１６条 監査委員会は、執行役および取締役の職務の執行の監査および監査報告の作成を行う。

また、会計監査人の解任または不再任の決定の方針ならびに会計監査人を評価するための

基準を策定し、総代会に提出する会計監査人の選任および解任ならびに不再任に関する議

案の内容を決定する。 

② 監査委員会が選定する監査委員は、いつでも、執行役および取締役ならびに使用人に対

し、その職務の執行に関する事項の報告を求め、または、会社の財産の状況を調査するこ

とができる。また、執行役の職務の執行を監査するため、必要があると認めるときは、実

質子会社（保険業法に定める実質子会社をいう。）に対し事業の報告を求め、またはその業

務および財産の状況を調査することができる。 

③ 監査委員会は、前２項のほか、取締役会からの諮問を受けて次に掲げる事項について審

議を行い、取締役会に答申するものとする。 

１．保険業法に定める内部統制システムの整備に関する事項 

２．前号に定めるもののほか、取締役会が必要と認めた事項 

④ 監査委員会の職務の補助および監査委員会の運営に関する事務を行う監査委員会の直属

の組織として、監査委員会事務局を置く。 

 

（報酬委員会の構成） 

第１７条 報酬委員会は、取締役である委員３名以上で組織するものとし、その過半数は社外取

締役とする。 

② 報酬委員会の委員長は、取締役会の決議により、原則として社外取締役の中からこれを

選定する。 

 

（報酬委員会の役割等） 

第１８条 報酬委員会は、執行役および取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する方針を策

定し、執行役および取締役の個人別の報酬等を決定するほか、取締役会からの諮問を受け

て次の各号に掲げる事項ついて審議を行い、取締役会に答申するものとする。 

１．執行役員の報酬等の方針に関する事項 

２．エグゼクティブ・フェローの報酬等の方針に関する事項 

３．職員（執行役員、エグゼクティブ・フェローを除く。）の報酬等の基本方針に関する

事項 

４．保険計理人の報酬等の方針に関する事項  

５．前各号に定めるもののほか、取締役会が必要と認めた事項 

② 報酬委員会の運営に関する事務は人事部が事務局としてこれにあたる。 

 

（執行役および取締役の報酬等に関する基本方針） 

第１９条 執行役および取締役の報酬等に関しては、執行役および取締役の職務の内容および当

社の状況等を勘案して決定するものとし、その具体的な内容は、報酬委員会が別に定める



「執行役および取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する方針」に基づくものとす

る。 

 

（社外取締役経営協議会） 

第２０条 当社の中長期の経営戦略や事業展開、その他経営上の重要事項等に関し、社外取締役

同士、あるいは、社外取締役と代表執行役による自由闊達な意見交換を促進し、社外取締

役の知見を経営に反映していく観点から、全社外取締役を構成員とする社外取締役経営協

議会を設置する。 

 

第３章 内部統制システム 

 

（内部統制基本方針およびグループ経営管理基本方針） 

第２１条 当社は、取締役会決議により保険業法の規定に基づく内部統制基本方針を定め、また

グループ経営管理基本方針を定めるとともに、同方針に基づきリスク管理やコンプライア

ンス体制、内部監査機能の充実等の内部統制システムを整備する。 

② 内部統制システムの整備に関する事項は、監査委員会への諮問を経たうえで取締役会に

おいてその実効性を検証するとともに、必要な改善を図るものとする。 

 

第４章 社員との関係 

 

（社員および総代の権利の尊重） 

第２２条 総代選出にあたっての信任投票または総代会における議決権の行使は、社員または総

代の権利であり、当社は、社員または総代が適切に権利を行使できる環境を整備するとと

もに、非財務情報を含め、適時・適切な情報開示に努めるものとする。 

② 前項の情報開示にあたっては、平易簡明な表現を用いるとともに、具体的な記述とする

よう努めるものとする。 

 

（社員との対話） 

第２３条 当社は、社員の意見を幅広く吸収し、経営に反映していく観点から、全国の支社等に

おいてご契約者懇談会を開催する。 

② ご契約者懇談会での意見等については、コーポレートガバナンスの改善に向けた一助と

するとともに、意見等の概要を適時・適切に情報開示するものとする。 

 

第５章 改廃 

 

（改廃） 

第２４条 本ガイドラインは、実効的なコーポレートガバナンスは不変のものではないとの認識

のもと、社会情勢や経済環境の変化等も踏まえ、適宜、取締役会において改廃の要否につ



いて検討を行い、必要に応じて取締役会決議により見直しを行うものとする。 


